
 

 © 2024 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG global organization of 
independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 
 

税務情報 

国税庁 － 所得合算ルールに相当する制度に係る通達の趣旨説明
の公表 

2024 年度税制改正では、2023 年度税制改正で創設された、OECD/G20 の BEPS

包摂的枠組みにおいて合意された第 2 の柱に係るグローバル・ミニマム課税の
うち所得合算ルール（IIR: Income Inclusion Rule）に相当する「各対象会計年
度の国際最低課税額に対する法人税」（以下、日本版 IIR）について、OECD よ
り公表された執行ガイダンスの内容や国際的な議論の内容を踏まえた制度の明
確化等の観点からの見直しが行われました。 

国税庁は 11 月 8 日、2024 年度税制改正における日本版 IIR の改正に対応して
発遣された「法人税基本通達等の一部改正について（法令解釈通達）」（2024 年
8 月 5 日付）（*）（以下、「本通達」）に係る以下の趣旨説明を公表しました。 

 令和 6 年 8 月 5 日付課法 2－21 ほか 2 課共同「法人税基本通達等の一部改
正について」（法令解釈通達）の趣旨説明 

8 月 5 日付で新設された通達や経過的取扱いについての解説がなされており、
たとえば以下の趣旨説明が含まれています。 

《18－2－1 の 2 構成会社等の所在地国における勤務割合が 50％を超える場
合の特定費用の額》 

2024 年度税制改正では、実質ベース所得除外額について、構成会社等の従業員
等がその構成会社等の所在地国を含む複数の国・地域で業務を遂行する場合の
特定費用の計算方法が明確にされました。本通達では、法令の規定や OECD か
ら 2023 年 7 月に公表された執行ガイダンスの記載等を踏まえ、従業員等に係
る勤務割合が 50％を超える場合には、その勤務割合を考慮せずに特定費用の額
の計算を行うことが留意的に明らかにされているとともに、構成会社等の就業
規則や労働契約その他これらに類するもの（以下、「就業規則等」）においてそ
の従業員等の勤務等が行われる場所及び期間が定められており、かつ、その就
業規則等の定めに従ってその従業員等に係る勤務等が行われていると認められ
る場合には、その就業規則等の定めに基づいてその勤務割合が 50％を超えるか
否かの判定を行っても差し支えないことが示されています。 

趣旨説明では、上記の「その他これらに類するもの」には、構成会社等とその構
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成会社等の従業員の属する労働組合との間の労働協約又は構成会社等とその構
成会社等の通常の業務（その構成会社等又はその構成会社等が属する特定多国
籍企業グループ等の他の構成会社等の指揮命令を受けて行うものに限られま
す。）に従事する外部職員（独立請負人）との間の請負契約等が含まれることが
解説されています。 

《18－2－8 の 2 所在地国等財務諸表が作成されていない場合》 

2024 年度税制改正では、特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等が日本
以外の国・地域において①QDMTT 会計基準（QDMTT Accounting Standard）
及び②整合性基準（Consistency Standard）のいずれも満たす自国内最低課税
額に係る税を課することとされている場合には、その対象会計年度のその構成
会社等の所在地国に係るグループ国際最低課税額を零とすることができる
QDMTT セーフハーバーが創設されました。上記の要件のうち、①QDMTT 会
計基準は、自国内最低課税額に係る税に関する法令が一定の要件を満たすもの
であることとされており、本通達では、その一定の要件のうち、その特定多国
籍企業グループ等に属するいずれかの構成会社等の所在地国等財務諸表が作成
されていない場合の取扱いが留意的に明らかにされています。 

趣旨説明では、たとえば、所在地国等財務会計基準に従っていない財務諸表が
作成されている場合も「所在地国等財務諸表が作成されていない場合」に該当
することに留意が必要であると解説されています。 

（*） 改正通達の概要は、e-Tax News No.314「国税庁 － 所得合算ルールに相当
する制度に係る通達の公表」（2024 年 8 月 19 日発行）でお知らせしていま
す。 
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